
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

学校給食費無償化事業

①　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世帯を支援するた
め、児童生徒の給食費を無償化する。
②　児童生徒給食費助成費
③　 中学校　105,569千円（@468円×193回×1,244人）
④　児童生徒の保護者（教職員は対象としない）

R7.4 R8.3

2
④消費下支え等を通
じた生活者支援

物価高騰対応水道料金基本料金免除
事業

①　物価高騰の影響を受けている市民の生活を支援するため、水道料金の基本料
金を4月～8月請求分まで免除する。
（25㎜以下の家庭用（集合住宅含む）、業務用については、4～6月まで県補助金を財
源とする。25㎜以下の7・8月分及び30㎜以上の4～8月分については加賀市の単独
事業として本補助金を活用する）
②　水道事業会計に繰り出し、水道料金基本料金の免除に係る費用
③　水道料金基本料金免除額及び事務費
・基本料金減免額　151,300千円
　（・対象25㎜以下家庭用　48,980×2カ月
　 ・対象30㎜以上家庭用　100×5カ月
　 ・対象25㎜以下業務用　5,120×2カ月
　 ・対象30㎜以上集合住宅　3,300×2カ月
　 ・対象30㎜以上業務用　7,200×5カ月)
・事務費　2,480千円
　事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　として
支出]
④　家庭用及び業務用（口径25ミリ以下）、家庭用、業務用及び集合住宅用（口径30
ミリ以上）の給水契約者（官公庁を除く）

R7.4 R8.8

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

保育園等副食費無償化事業

①　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世帯を支援するた
め、令和元年10月から給食副食費が実費徴収となっている認定こども園等に対し、
保護者負担分を補助することで子育て世帯の副食費を無償化する。
②　認定こども園等に対する助成費
③　保育園・認定こども園分　37,338千円（@4,900円×7,736人×98.5％）
　　 制度未移行の幼稚園等　569千円（@4,900円×7,736人×1.5％）
　　　　計　　266,900千円（端数調整）（※人数は年間延べ人数）
④　認定こども園等

R7.4 R8.3
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